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平成１２年４月１９日

各     　位

本店所在地 東京都港区六本木4-8-7六本木三河台ビル                           

（登記上は東京都千代田区丸の内3-2-3）                           

会 社 名  グッドウィル・グループ株式会社

( コード番号：4723 店頭登録銘柄)

代 表 者 代表取締役会長        折口雅博     

問合わせ先     取締役管理本部長 金崎 明     

電話番号     ０３－３４０５－９２２８

四 半 期 の 当 社 の 事 業 進 捗 状 況 に つ い て

当社の第6期第３四半期（平成12 年1月 1日から平成12年 3月31 日まで）の事業の進捗状況についてお知らせ申し

上げます｡

1 .  はじめに

  当四半期における国内経済は、政府の経済対策や日銀のゼロ金利政策等により景気は緩やかな回復局面に向かい

つつありますが、前期に引き続き、個人消費の鈍化、企業支出の停滞の長期化からくる企業の倒産件数の増大、戦後最

悪の失業率の上昇から脱却できず、個々の企業レベルでは依然として厳しい状況にあります。伝統ある著名な大企業

の倒産、かってない大規模なリストラクチュアリング、リエンジニアリングの計画決定が連日各メディアで取り上げられる

など、心理的にも景気回復はまだまだ遠い感が否めません｡

　当社は､企業理念に『拡大発展』『社会貢献』『自己実現』を掲げる設立5年目のベンチャー企業であり、本業の軽作業請

負事業を行う一方で関係会社各社を統括する持株会社でもあります。当企業グループは、人材に関するあらゆる支援ビ

ジネス（総合人材サービス）を行っており、『アウトソーシング』『人材』『医療・福祉』分野で多角的に事業展開を図っておりま

す。

2 .  当社における事業の進捗状況

（１）当社の販売状況

　軽作業請負事業は､｢労働力を必要な時に、必要な人数のみ、必要な場所にて確保したい｣顧客ニーズに対し、

作業スタッフの調達から作業の実施、完了までを請け負うサービスの提供を行うアウトソーシング関連ビジネスで

あります。経済情勢悪化に伴い、アウトソーシングは、リストラクチュアリング・リエンジニアリングの一環として見直さ

れており､軽作業請負事業は､産業界のアウトソーシングの普及というフォローの風を受け創業以来急成長を続け

ております｡

当社のサービスは仕事量の時期・季節的な変動が著しいため、一時的な人手不足に陥りやすい反面、需要期

に対応できるだけの労働力を常時確保することは困難な企業・業界のニーズに対応したものであります。前日に

発注すればよいという当社のサービスの迅速性・利便性、請負能力の質的・量的充実度が顧客に認められ、設立

以来売上を伸長させてまいりました。

5年前の設立当初から、当四半期に属する3月は、一般家庭の引越や事務所移転にかかる運送補助の軽作業

請負により突出した繁忙期でありました。当社の請負作業のメニューも販売代行、市場調査、一般オフィスにおける

データ入力等の軽作業請負などを加え増加傾向にあり、年間を通して売上を安定して計上できる体制の確立に注

力してまいりました。当四半期における前期に比しての大幅な増収増益は、３月という繁忙期を経過したという事由
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事由にもよりますが、それ以上に安定的な収益構造を実現したことによるものと理解しております。

現在、商品等の販売作業、倉庫内物品検品作業並びにネット通販に対応した物流作業、機器取付工事作業の

請負等、顧客の販売・物流・製造工程の一部作業をアウトソース受託する需要が急増しております。これらは一般

企業との継続的な請負契約関係を基礎にするため、今後もより一層安定した事業基盤の確立が見込まれます。一

方で雇用の流動化等、激変する労働市場が存在する中、21世紀に向けて従来固定費であった人件費を変動費化

するコンセプトに基づく、「人材」を中心とした新しいアウトソーシング関連ビジネス・モデルの完成に引き続き注力

してまいる方針であります。

当四半期におきましては､前年度より継続し､大口顧客への直接営業を実施し､かつ全国展開しております支店

を有効活用しエリア地域に根ざした営業政策に傾注しております。既存店売上の大幅な伸びに加え、前年同四半

期以降新設された支店による増収効果もあり、当四半期の売上高は前年同四半期比 72.3％増となりました。当四

半期におきましては、1月にテクニカル・サポート東京支店（東京都千代田区）、沖縄支店（沖縄県那覇市）、2月に盛

岡支店（岩手県盛岡市）、豊橋支店（愛知県豊橋市）、富山支店（富山県富山市）、京橋支店（大阪府大阪市）、大分支店

（大分県大分市）、長崎支店（長崎県長崎市）、3月に川越支店（埼玉県川越市）、久留米支店（福岡県久留米市）、計10

店舗を開設いたしました。新規開設支店におきましては、1支店を除く全支店が当初予算を達成し、出店ノウハウ

が蓄積され充実しつつあることが実証されました。また、引き続き各エリアを中心に休眠顧客の活性化を図るととも

に既存顧客に対する定期的な営業活動を積極的に行いました｡

平成12年1月よりテクニカル・サポート（マルチメディア関連に特化した軽作業請負）部門を発足いたしました。

具体的には、パソコンセットアップ・Ｗｅｂ環境確定作業、インターネット・プロバイダ取付作業、コンビニＡＴＭ導入

作業等の請負であります。当四半期におきましては、40,000 千円強の売上を計上いたしました。テクニカル・サポ

ート部門は、パソコン設置、撤去等に派生するオフィスのレイアウト移動等、キャスティング作業の拡販にも寄与し

ており、今後当社の請負メニューをさらに充実させるものであります。

以上の結果､平成11 年 7 月に当社が店頭公開したことによる知名度及び従業員のモチベーションアップ等と

あいまって、顧客の新規獲得数も順調に推移し、従来以上の安定的な収益拡大を達成することができました。前四

半期よりＣＳ（顧客満足度）向上アンケートを実施、顧客のダイレクトなニーズを収集した結果から、「2時間作業」を

新サービスとしてスタート、お客様から好評を頂戴しております。ＣＳ向上アンケートは軽作業の質の向上につなが

り、品質管理の面で大変有効でありました。当四半期（2月）からは、「当日受注サービス」を開始し、お客様にとって

の当社サービスの更なる迅速性・利便性の向上に努めております。今後とも､さらに積極的な支店網の展開を図り、

顧客ニーズを正しく読みとりつつ、多様な請負メニュー提供による営業力の強化を図ってまいりたいと考えており

ます｡
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（２）第3四半期の個別売上高の状況

（単位：千円、単位未満切り捨て）

1 2 年 6 月期第 3 四半期 1 1 年 6 月期第 3 四半期

自  平成 12年　1月  1日 自  平成 11年  1月  1日
期  別

品目別    ( 至  平成 12年  3月 31日 ) ( 至  平成 11年  3月 31日 )
増 減 率     

キ ャ スティング 作 業 3,090,737 1,918,878 61.0 %

コンストラクション 作 業 81,234 51,839 56.7 %

ア ジ ャ ス ト 作 業 37,203 13,501 175.5 %

テクニカルサポート 作 業 42,211 ― ―

請

負

作

業 そ の 他 246,863 45,898 437.8 %

合 計 3,498,250 2,030,117 72.3 %

（注） 1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2．当社が行う請負業務は人員数、期間等が一様ではないため、数量表示は困難でありますので記載しておりません。

3．品目区分について

請負作業・キャスティング         作業 …… 軽作業全般の請負作業

　 〃 　・コンストラクション作業 …… 建設、内装現場の請負作業

　 〃 　・ア ジ ャ ス ト         作業 …… 倉庫、工場内の請負作業

　 〃 　・テクニカルサポート         作業 …… マルチメディア関連の請負作業

　 〃 　・そ の 他            …… オフィス・事業所内軽作業、セールスプロモーション、市場

　 〃 　・そ の 他            …… 調査・競合調査、データ入力等の請負作業

4．テクニカルサポート作業は平成12年 1月より発足いたしました。

5．売上高の数値は、未監査であります。

（ご参考）第3四半期までの個別売上高の状況（四半期累計）

（単位：千円、単位未満切り捨て）

1 2 年 6 月期第 3 四半期 1 1 年 6 月期第 3 四半期

自  平成 11年  7月  1日 自  平成10年  7月  1日
期  別

品目別    ( 至  平成 12年  3月 31日 ) ( 至  平成 11年  3月 31日 )
増 減 率     

キ ャ スティング 作 業 8,061,427 5,076,462 58.8 %

コンストラクション 作 業 219,855 160,000 37.4 %

ア ジ ャ ス ト 作 業 106,537 105,853 0.6 %

テクニカルサポート 作 業 42,211 ― ―

請

負

作

業 そ の 他 542,610 189,826 185.8 %

合 計 8,972,643 5,532,142 62.1 %



-4-

（Ａ）当年第3四半期の実態－（Ｂ）前年第3四半期の実態

             （Ｂ）前年第3四半期の実態

3 .  第３四半期の損益の状況

（１）第3四半期の個別損益計算書
（単位：千円、単位未満切捨）

1 2 年 6 月期   第 3 四半期 11 年 6 月期   第 3 四半期
自  平成 1 2 年  1 月  1 日 自  平成 11年  1 月  1 日

( 至  平成 1 2 年  3 月 3 1 日 ) ( 至  平成 11年  3 月 3 1 日 )
（Ａ） （Ｂ）

                    

前年同期比増減
期  別

科  目
金     額 百 分 比 金     額 百 分 比 金 額（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

％ ％ ％

売 上 高          ３,４９８,２５０ １００．０ ２，０３０，１１７ １００．０ １，４６８，１３２ ７２．３

売 上 原 価          ２,１７６,１６１ ６２．２ １，２７５，４５５ ６２．８ ９００，７０５ ７０．６

[ 売 上 総 利 益 ]          [ １，３２２，０８８ ] ３７．７ [ ７５４，６６１ ] ３７．１ [ ５６７，４２７ ] ７５．１

販売費及び一般管理費 ７５０，４３８ ２１．４ ５２５，５１７ ２５．８ ２２４，９２０ ４２．８

[ 営 業 利 益 ]          [ ５７１，６５０ ] １６．３ [ ２２９，１４３ ] １１．２ [ ３４２,５０６ ] １４９．４

営 業 外 収 益          

受 取 利 息           ２９，７０９ ０．８ ５，０１４ ０．２ ２４，６９４ ４９２．４

そ の 他           ９，９８７ ０．２ ５３２ ０．０ ９，４５４ １７７６．６

＜ 合　　　　　　　  計 ＞ ＜ ３９,６９６ ＞ ＜ ５,５４６ ＞ ＜ ３４,１４９＞

営 業 外 費 用          

支払利息及び割引料 ２０，９４６ ０．５ １２，３３３ ０．６ ８，６１３ ６９．８

新 株 発 行 費           １０３，８５０ 　２．９ ― ― １０３，８５０ ―

そ の 他           １１,７３５ ０．３ ２３ 　０．０ １１，７１２ ５０９２１．７

＜ 合　　　　　　　 計 ＞ ＜ １３６,５３２＞ ＜ １２,３５６ ＞ ＜ １２４,１７５ ＞

[ 経 常 利 益 ]          [ ４７４,８１４ ] １３.５ [ ２２２，３３４ ] １０．９ [ ２５２，４８０ ] １１３．５

（注） 1.  上記損益計算書においては、特別損益以下の項目の記載を省略をしております。
　　　 2.  事業税は､年度間の比較可能性を確保するため、前四半期においても法人税等の区分に表示しております。
　　　 3.  前年同期比増減の欄の増減は下記の計算式によって算出しております。

4.  上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれてお
り、未監査であります｡

増減率＝ ×100
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（２）第3四半期までの個別損益計算書（四半期累計）
（単位：千円、単位未満切捨）

1 2 年 6 月期   第 3 四半期 11 年 6 月期   第 3 四半期
自  平成 11年  7 月  1 日 自  平成 1 0 年  7 月  1 日

( 至  平成 1 2 年  3 月 3 1 日 ) ( 至  平成 11年  3 月 3 1 日 )
（Ａ） （Ｂ）

                    

前年同期比増減
期  別

科  目
金     額 百 分 比 金     額 百 分 比 金 額（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

％ ％ ％

売 上 高          ８，９７２，６４３ １００．０ ５，５３２，１４２ １００．０ ３，４４０，５００ ６２．１

売 上 原 価          ５,７３４,３１０ ６３．９ ３，５１２，９７５ ６３．５ ２，２２１，３３５ ６３．２

[ 売 上 総 利 益 ]          [ ３,２３８,３３３ ] ３６．０ [ ２，０１９，１６７] ３６．４ [ １,２１９,１６５ ] ６０．３

販売費及び一般管理費 ２,０４１,８３８ ２２．７ １,４２０，９５９ ２５．６ ６２０，８７８ ４３．６

[ 営 業 利 益 ]          [ １,１９６,４９４  ] １３．３ [ ５９８，２０７  ] １０．８  [ ５９８，２８７ ] １００．０

営 業 外 収 益          

受 取 利 息           ４３，９８２ ０．４ １３，０６７ ０．２ ３０，９１４ ２３６．５

そ の 他           １７，１９８ ０．１ ４，６５２ ０．０ １２，５４６ ２６９．６

 ＜ 合                 計 ＞ ＜  ６１，１８０  ＞ ＜ １７,７１９ ＞ ＜ ４３,４６１ ＞

営 業 外 費 用          

支払利息及び割引料 ４５，７１１ ０．５ ３３，５８９ ０．６ １２，１２２ ３６．０

新 株 発 行 費         

株式公開費用         

そ の 他          

１３２，８０６

３２，０５０

１７，９４６

１．４

０．３

０．２

―

―

２４０

―

―

０．０

１３２，８０６

３２，０５０

１７，７０６

―

―

７３７３．８

 ＜ 合                 計 ＞ ＜ ２２８,５１４ ＞ ＜ ３３,８２９＞ ＜ １９４,６８４ ＞

[ 経 常 利 益 ]          [ １，０２９，１６１ ] １１．４ [ ５８２，０９８ ] １０．５ [ ４４７，０６３ ] ７６.８

（注） 1.  上記損益計算書においては、特別損益以下の項目の記載を省略をしております。
　　　 2.  事業税は､年度間の比較可能性を確保するため、前四半期においても法人税等の区分に表示しております。
　　　 3.  前年同期比増減の欄の増減は下記の計算式によって算出しております。

4.  上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれてお
り、未監査であります｡

以　上

（Ａ）当年第3四半期までの実態－（Ｂ）前年第3四半期までの実態

             （Ｂ）前年第3四半期までの実態
増減率＝ ×100


